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令和６年度補正・令和７年度

LPガスで災害対策!!

令和６年度補正・令和７年度 採択優先順位

既存の一時避難場所は、当補助金ホームページ▶申請の手続き▶前年度からの変更点 をご覧ください。

施設の機能維持に必要な燃料の保有日数が多い施設

（共同申請者がいる場合は2社とも提出が必要）

info-bulk@lpgc.or.jp

令和6年度補正は
d-1、d-2を除く（ ）



令和６年度補正
令和7年5月7日（水）～5月19日（月）

LPガスで自然災害に備えましょう！！

LPガスが命をつなぎます
被災後3日間を乗り切る

照明や電化製品、冷暖房、医療機器などが使用不可に！

令和７年度
令和7年5月23日（金）～6月4日（水）

ただし、医療施設のうち、災害拠点病院、災害拠点精神科病院、へき地医療拠点病院、へき地診療所、特定機能病院、地域医療支援病院、救命救急センター、周産期母子医療
センターは除きます。

燃焼機器（炊き出しセット、コンロ、炊飯器、給湯器（ボイラー
含む）ガスストーブ、ファンヒーター）

商業施設、宿泊施設、事務所、工場 等（令和7年度予算のみ申請可）

令和6年度補正 令和7年度

災害でライフラインが途絶

STOP

STOP

STOP

災害により地域が孤立した場合、援助が被災地まですぐには
届きません。ライフライン復旧までの約3日間を乗り切るため
のエネルギー備蓄が必要と言われています。

LPガスを備蓄することで、災害後のライフラインを確保でき
ます。下記のLPガス設備を導入することで「系統電力」、「冷暖
房」、「給湯・調理機器」の使用が可能になります。

※補助対象設備は、系統電力・都市ガス・水道が全て止まった状態にある災害時に独立して稼働できる仕様のものに限ります。個別設備については当センターにご相談ください。

※上記補助対象設備等を設置することで、系統電力・都市ガス・水道が全て止まった
状態にある災害時に容器の貯蔵上限量50％に対し3～7日間対応可能となること
が申請に際しての必須要件です。


